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食品中の放射性物質に係る自主検査における信頼できる分析等について

食品中の放射性物質への対応については、昨年３月に厚生労働省において定められた暫

定規制値に適合している食品の摂取は健康への悪影響はないと一般的に評価されているも

のの、より一層、食品の安全と安心を確保するため、厚生労働省により食品衛生法第１１

条第１項に基づく新たな基準値が設定され、本年４月１日から施行されたところです。

農林水産省においては、国産農林水産物・食品に対する消費者からの信頼や国際的な信

認を早急に回復するため、関係機関と緊密に連携しながら、消費者に安全な食料を安定的

に供給することを最優先に取り組んできたところです。

食品産業事業者の中には食品中の放射性物質に係る自主検査を実施している事業者もみ

られますが、科学的に信頼できる分析結果を得るためには、別添の「信頼できる分析の要

件」に沿った取組等を行っていることが必要であり、貴団体傘下の会員企業に対しこのこ

との周知をお願いいたします。

また 食品衛生法に基づく基準値は 放射性物質を含む食品からの被ばく線量の上限 介、 、 （

入線量レベル）を食品の国際基準を策定するFAOとWHOの合同会議であるコーデックス委員

会の指標である年間１ミリシーベルトに合わせる一方で、算定の際の一般食品の汚染割合

を５０％とし、コーデックス委員会ガイドライン（１０％）より厳しい前提が置かれ、さ

らに特別な配慮が必要な飲料水や乳児用食品等を区分して長期的な観点から設定されたも

のですので、過剰な規制と消費段階での混乱を避けるため、自主検査においても食品衛生

法の基準値（一般食品：１００ベクレル／kg、牛乳及び乳児用食品：５０ベクレル／kg、

飲料水：１０ベクレル／kg）に基づいて判断するよう併せて周知をお願いいたします。








